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市長提出議案 議　案　名 議決結果

議案第50号 令和２年度　一般会計補正予算（第７号） 原案可決 全　員

議案第51号 令和２年度　国民健康保険特別会計補正予算（第３号） 原案可決 全　員

市長提出議案 議　案　名 議決結果

議案第46号 市議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部改正 原案可決 全　員

議案第47号 市長及び副市長の給与及び旅費に関する条例の一部改正 原案可決 全　員

議案第48号 市職員給与条例の一部改正 原案可決 全　員

議案第49号 一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正 原案可決 全　員

《11月緊急議会》

《12月定例月議会》
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日　程
《11月緊急議会》
11月24日（火）	 議案説明、議案質疑、委員会付託、

	 報告・質疑、総務常任委員会、

	 委員長報告・質疑・討論・採択

《12月定例月議会》
12月１日（火）	 初日（市長の所信表明、議案説明、報告、

質疑）

　　８日（火）	 代表質問

　　９日（水）	 一般質問

　　10日（木）	 一般質問

　　11日（金）	 一般質問

　　14日（月）	 一般質問、議案質疑・委員会付託、

	 追加議案説明・質疑・委員会付託、

	 予算常任委員会分科会（総務、教育民生）、

	 予算常任委員会全体会、

	 委員長報告・質疑・討論・採決

15日（火）	 各常任委員会／予算常任委員会分科会

	 （総務、教育民生、産業生活、都市・環境）

21日（月）	 予算常任委員会全体会

25日（金）	 最終日（委員長報告・質疑・討論・採決、

追加議案説明・質疑・討論・採決）

●●● 概　要 ●●●

《11月緊急議会の概要》

　11月緊急議会を11月24日に開催しました。

　市長から提案された４議案を審議し、原案のとおり可決しました。

《12月定例月議会の概要》

　令和２年12月定例月議会の議会期間は、12月１日から12月25日までの25日間でした。

　12月定例月議会では、令和２年度の一般会計、特別会計および企業会計の補正予算など、市長から提案さ

れた20議案を審議し、原案のとおり可決、同意しました。

　議員提出議案については、不妊治療への保険適用の拡大を求める意見書の提出について原案のとおり可決

したほか、１件の請願を採択しました。

　また、森智広市長の２期目就任に伴う所信表明に対して、代表質問を行いました。

議案の議決結果



議案第52号 令和２年度　食肉センター食肉市場特別会計補正予算（第１号） 原案可決 全　員

議案第53号 令和２年度　介護保険特別会計補正予算（第２号） 原案可決 全　員

議案第54号 令和２年度		水道事業会計第２回補正予算 原案可決 全　員

議案第55号 令和２年度		市立四日市病院事業会計第１回補正予算 原案可決 全　員

議案第56号 令和２年度　下水道事業会計第１回補正予算 原案可決 全　員

議案第57号 客引き行為等の防止に関する条例の一部改正 原案可決 全　員

議案第58号 自転車競技条例の一部改正 原案可決 全　員

議案第59号 四日市競輪場内施設の使用に関する条例の一部改正 原案可決 全　員

議案第60号 再開発住宅条例の一部改正 原案可決 全　員

議案第61号 火災予防条例の一部改正 原案可決 全　員

議案第62号 農業集落排水処理施設の設置及び管理に関する条例の一部改正 原案可決 全　員

議案第63号 （仮称）四日市市学校給食センター整備運営事業に係る特定事業契約の締結 原案可決 全　員

議案第64号 工事請負契約の締結	－大矢知興譲小学校特別教室棟増築ほか工事－ 原案可決 全　員

議案第65号 総合会館集会施設の指定管理者の指定 原案可決 全　員

議案第66号 三浜文化会館の指定管理者の指定 原案可決 全　員

議案第67号 市道路線の認定 原案可決 全　員

議案第68号 令和２年度	一般会計補正予算（第８号） 原案可決 全　員

議案第69号 教育委員会委員の任命 同　意 全　員

議員提出議案 議　案　名 議決結果

発議第15号 不妊治療への保険適用の拡大を求める意見書の提出 原案可決 全　員
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請　願 件　　　　名 議決結果

請願第５号 北勢地方卸売市場の在り方の調査及び改善・改修のための支援を求めること 採　択 全　員

請願の議決結果

議員説明会を開催

　11月６日に、「第８次介護保険事業計画・第９次

高齢者福祉計画」の策定について、第２次公立幼稚

園の適正化計画について、近鉄四日市駅周辺等整備

事業の状況について、行政側から説明を受けました。

四日市市自治会連合会との意見交換会

　１月15日に「広域防災の組織体制について～災害

時の国・県・市・地区の役割と対応、対策の明確化

の必要性～」「四日市市自治会加入の促進と自治会活

動推進のための条例について」をテーマとして、四

日市市自治会連合会と四日市市議会議員との意見交

換会を開催しました。

●教育委員会委員

　渡邉　桂子	氏（新任）　住所：山城町

人 事 案 件

◆不妊治療への保険適用の拡大を求める意見書

（提出先：内閣総理大臣ほか）

意 見 書
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委員会審査の概要
　常任委員会における条例の制定、一部改正や契約を締結しようと
する議案などについての審査で出された主な意見等の概要をお知ら
せします。

総 務 常 任 委 員 会
◆火災予防条例の一部改正について
　質疑　今回の改正は、電気自動車の普及により急速

充電設備の高出力化が見込まれることから、全出力
の上限を200kwまで拡大するとともに、関係する
規定を整備するものだが、既存の充電設備への影響
はどうか。

　回答　現在、市内にある17基の充電設備のうち高
出力のものは３基だが、改正後の基準を満たしてい
ることは確認しており、条例改正後も引き続き利用
可能である。
　質疑　一般家庭に設置されている充電設備は、消防

署への届出の対象となるのか。
　回答　出力が低いため、届出の対象外である。

●本議案に関連して、電気自動車をはじめとする次
世代自動車の導入について委員間討議を行い、「全
庁的に次世代自動車の活用等、地球環境に配慮し
た取り組みを進めるべき」との意見集約に至りま
した。

都市・環境常任委員会
◆再開発住宅条例の一部改正について、 農業集落排水

処理施設の設置及び管理に関する条例の一部改正に
ついておよび市道路線の認定については、別段質疑
及び意見はありませんでした。

教育民生常任委員会
◆（仮称）四日市市学校給食センター整備運営事業に係
る特定事業契約の締結について
　質疑　学校給食センターで使用する水については、

適切に処理した井戸水でも施設に求められる水準を
満たすのか。
　回答　同施設で使用する水に関しては、井戸水を水

源とするものは使用せず、上下水道局から供給され
る水道水を使用することとしている。
　質疑　同じ市有施設である市立四日市病院では、井

戸水を水源とする水を使用しているが、学校給食セ
ンターで水道水を使用する理由は何か。
　回答　文部科学省の定める基準では、学校給食で使

用する水は、水道水を使用することが望ましいと解
釈されており、それに沿って対応している。市立四
日市病院は災害拠点病院であり、24時間365日水
を絶やすことができないことから、学校給食セン
ターとは目的に違いがある。

産業生活常任委員会
◆客引き行為等の防止に関する条例の一部改正につい
て
　質疑　改正内容をどのように周知方法するのか。
　回答　チラシを新たに作成し、令和３年１月15日

に地区の方と合同で配布する予定である。それを皮
切りに各商店街の店舗等へ配布していきたい。
　意見　本条例には、違反者を雇用する事業主も処

罰の対象とする両罰規定が盛り込まれていないた
め、事業者には協力の形でお願いすることになるが、
チェーン店にも出向き、店舗責任者に規制が強化さ
れたことを周知してほしい。

　予算の審査については、総務、教育民生、産業生活、都市・環境の各分科会で、
おのおのの所管に属する予算について詳細な審査を行った後に、予算常任委員会
の全体会において各分科会がそれぞれの審査の経過と結果の報告を行い、全体会
で審査しました。
　全体会および分科会における主な意見等の概要をお知らせします。

予算常任
委員会
審査の概要

予算常任委員会全体会

◆　全体会において、委員から全体会審査すべきものとして追加提案された事項はなく、議案第50号令和２年度一
般会計補正予算（第７号）をはじめ補正予算に関する８議案につきましては、いずれも別段異議はありませんでした。
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総 務 分 科 会
◆四日市市ＰＲ番組制作業務委託費・放送業務委託費
（債務負担行為）について

　質疑　詳細な番組内容は委託業者の提案内容を参考
に決定していくとのことだが、どのような番組にし
ていきたいと考えているのか。

　回答　市民にも出演していただきながら、本市の魅
力を紹介していく構想を持っているが、これまでの
プロポーザル方式の業務委託で得た経験からも、行
政が細かく内容を決めるのではなく、委託業者のア
イデアやノウハウを活用した方が良いものができる
と考えているため、業者からの提案を受けて詳細な
内容は決めていきたい。

　質疑　この番組の映像を二次利用することは可能か。
　回答　これまでもYouTubeに映像をアップロード

しており、同様の取り組みを行っていきたい。また、
イベント等の場で流すことも考えていきたい。

都市・環境分科会
◆総合体育館器具レンタル経費（債務負担行為）につ
いて
　質疑　市民が武道の練習に使えるように、四日市市

総合体育館にマットなどを常備する考えはあるか。
　回答　多目的室等に使う練習用のマットなど、利用

者のニーズを調査して整備に向けた検討を進めてい
く。
◆河川等維持修繕費について
　質疑　米洗川の護岸崩壊について、令和元年度に完

了した改修計画区間外で過去から数回にわたり護岸
が壊れている状況について説明してほしい。
　回答　護岸のブロックの目地部分が損傷を受けひび

が入ったもので、原因としては河床が洗掘されて、
基礎となっている部分が損傷を受けたと考えている。
全体的な崩壊ではないので、目地を詰める方法での
補修を考えている。河床が洗堀されて護岸のブロッ
クが崩壊することが多いため、46河川全ての洗掘
について調査して状況の把握に努めていきたい。

産 業 生 活 分 科 会
◆図書除菌機について
　質疑　どのような機能の

機器を想定しているのか。
　回答　市立図書館に導入

している機器と同様、１
回の処理時間が30秒程度
で最大６冊処理できる機
能の機器を想定している。
　質疑　安価に利用できる

リース契約ではなく、購
入する理由を確認したい。
　回答　紫外線照射と送風

によって除菌するもので
あり、長期的な利用が見込めるため、購入を考えて
いる。

教 育 民 生 分 科 会
◆犬猫避妊等手術費助成補助金について
　質疑　動物愛護及び管理に関する法律の改正により、

多頭飼育に対して踏み込んだ対応が可能となったた
め、本市でも対応を
検討すべきではない
か。
　回答　法改正により

動物の飼い主等への
責務が明確化された。
また、保健所として必要な助言が可能となったため、
警察とも連携を図りながら多頭飼育に対する指導を
行っていきたい。
　意見　かわいさゆえに飼育頭数が増大してしまった

結果、管理できずに虐待につながることがあるため、
多頭飼育に対する支援を望む。
◆中学生ピロリ菌検査事業について
　質疑　検査実施にあたっての通知文書について、胃

がんは予防できるものだということがポイントなの
で、その部分をしっかり理解してもらえるような文
章構成にしてほしい。特に令和３年３月に送付する
ハガキは紙面が限られるので、関心を持ってもらえ
るような構成としてほしい。また、令和３年４月に
配布する案内文書についても文字の羅列ではなく、
動機付けになるようなシンプルで分かりやすいもの
にしてほしい。
　回答　検査の趣旨を理解してもらうためにも、分か

りやすく記載することは重要と考えるので十分配慮
したい。

予算常任委員会分科会



市政運営

議員　本市の森林率は他市と比較して格段に低

く、さらに、近年はメガソーラーや工業団地の

開発に伴う伐採により、森林が失われつつある。

市長の所信表明では緑の確保について触れてい

ないが、環境先進都市を名乗るのであれば、市

民が憩いを感じられる緑を将来にわたって維持、

整備していくことが不可欠ではないか。

　次に、障害者施策について、障害のある子ど

もの成長過程における支援の充実が必要である。

例えば、放課後等デイサービス事業所の開所時

間が短く、障害のある子どもの保護者が思うよ

うな仕事に就けないという問題があり、生活に

困窮する恐れがある。障害のある子どもを取り

巻く環境改善について、どう考えているのか。

　さらに、本市が魅力的なまちを目指すために

は行政の縦割りを打破し、部局間連携を強化す

る必要がある。総合計画に掲げる重点的横断戦

略プランに限らず、日常的業務についても分野

横断的に取り組める体制の整備が必要ではない

か。

市長　市域西部を中心に広がる自然は本市の多

面的な魅力の一つであるが、自然が荒廃、喪失

している現状を考慮して、現在策定中の第４期

環境計画や緑の基本計画に基づき、緑地を確保

するための各種施策を進めていく。

　次に、障害のある子どもの保護者の就労につ

いて、放課後等デイサービス事業所の整備が進

み、保護者の負担軽減に一定の効果はあったと

推測するが、土曜日や長期休暇期間は開所時間

が短く、就労の阻害要因の一つと考える。つい

ては、国に働き掛けを行うとともに、先進事例

の研究を重ねていきたい。

　さらに、組織体制について、総合計画に重点

的横断戦略プランを位置付け、全庁を挙げて分

野横断的に取り組むこととしており、今後、こ

の体制を具現化できるように努める。これは、

特定のプロジェクトに限らず、あらゆる分野で

このような姿勢で臨まなければならないことで

あり、各職員が常に意識を高く持ち、市役所一

丸となってまちづくりに取り組んでいく。

新風創志会

平野　貴之

市長の挑戦心を問う

代表 
質問から

代表質問した議員と項目（質問順）

平野　貴之 新風創志会 市長の挑戦心を問う　～四日市の未来にＴＲＹ～

樋口　博己 公　明　党
市長の所信表明に関連して、２期目４年間のまちづくりについて
～地域で暮らせるまちづくりと魅力的な中心市街地～

樋口　龍馬 リベラル２１ 市長の所信表明に関して

川村　幸康 政友クラブ 市長の所信表明について

小林　博次 市民ｅｙｅｓ 市長の所信表明に関連して

6

令和２年11月緊急議会・12月定例月議会合併号

ＱＲコードから各議員の質問の映像を見ることができます。（※視聴の際のデータ通信料はご自身の負担となります）



議員　新型コロナ後の社会は、競争より協力、

共生の範囲を広げていくことが重要と考える。

昨年の総合計画の策定時には新型コロナウイル

スの影響は想定されていなかった。10年間の計

画期間内に状況が劇的に収束するとは考えにく

く、ある程度収束しても、現行の総合計画をそ

のまま推進するのは難しいと考える。総合計画

の見直しの必要性についてどう考えるか。

　また、コロナ禍の影響でどの自治体でも大き

く税収が減ることが予想されるため、広域連携

分野をより充実強化していくべきではないか。

　さらに、本市は中核市を目指し東海エリアの

西の中枢都市として存在感を高めようとしてい

るが、コロナ禍においては、競争よりも、三重

県と連携し、北勢地域という集団で存在感を示

し共生社会を目指すほうが正しいのではないか。

市長　コロナ禍によりさまざまな影響があった。

行政としては歩みを止めることなく、感染症対

策を踏まえつつ施策の実施、検討を進めていく。

総合計画において掲げる４つの将来都市像とそ

の実現に向けての基本的な考え方は、コロナ禍

にあっても変わることのない理想、理念である。

コロナ禍の影響は総合計画の根底を揺るがすも

のではないと判断し、新しい生活様式を踏まえ

た個々の事業実施手法などは推進計画の見直し

などで対応していきたい。不安になりがちなコ

ロナ禍の中で、むしろ総合計画に位置付けたあ

るべき姿を見失わないことが必要だと考え、現

行の総合計画を堅持して推進を図っていく。

　また、広域行政については、さまざまな手法、

会議体があり、新型コロナウイルス感染症対策

についても今後とも周辺自治体と情報交換や連

携を図り、スクラムを組んで対策を講じていく。

　さらに、中核市移行は規模に見合った総合的

なまちづくりに有効であることから、移行を目

指す一方、県や他の自治体との連携が効果的な

分野はしっかりと連携を図っていく。

議員　コロナ禍でどうなるか誰も正解が分から

ない中で、歩みを少し緩め、周囲の意見をしっ

かり聞いて、慎重な市政運営を強く求める。

コロナ禍の中で歩みを緩め慎重な市政運営が求められる

総合計画

政友クラブ

川村　幸康

一度立ち止まり、コロナ禍を踏まえた市政運営を

脱炭素社会・デジタル化

議員　国が2050年脱炭素化を宣言し、世界的に

も地球温暖化対策が大きく動き出すなど、ライ

フスタイルの転換や新たな地域の在り方を創造

する必要がある。そこで、スマートシティの推

進に向けた民生部門へのさらなる支援拡充が必

要と考えるが、水素等の新エネルギーを活用し

た産業振興をどのように進めるのか。また、脱

炭素化への取り組みを第４期環境計画の中にど

のように位置付けていくのか。

　次に、地区市民センターのさらなる機能強化

に向けて、今後導入予定の電気自動車を非常用

電源とする体制整備、Ｗｉ－Ｆｉ環境やスマー

トフォン等の充電設備の整備、クリーンセン

ターの充電設備との連携等を行い、地区市民セ

ンターを本庁の災害拠点と情報共有した地域の

防災拠点とすべきではないか。また、国が進め

るデジタル化に併せ、本市も組織強化と市民の

利便性向上を進め、地区市民センターで職員が

対面でデジタル手続きをサポートできるような

相談窓口の拡充も必要ではないか。

市長　総合計画では、水素等の新エネルギーの

利活用に取り組む企業への支援を盛り込んでい

る。産業都市である本市の企業が世界的な動向

をいち早く掴み、競争力を強化できるよう支援

し、環境に優しい新たな産業の形を企業ととも

に検討する。また、第４期環境計画にスマート

シティ構築促進補助制度の拡充をはじめとする

施策を盛り込むとともに、環境問題を「自分ご

と」と捉えて市民の意識改革と行動変容を促し、

目標達成に向け強い意思を持って取り組む。

　次に、本市は、今後、電気自動車の配備とＷ

ｉ－Ｆｉ環境の整備をすべての地区市民センタ

ーで行い、地区市民センターが各地区内の指定

避難所との連携も含めた地区の防災拠点となる

よう機能強化を進める。また、市民に最も身近

な地区市民センターの役割はより大きくなると

考えており、総合計画において情報通信技術を

利用した窓口強化や相談業務の拡充を図ること

としている。今後の行政手続きのデジタル化に

伴い、必要となる窓口支援を具体的に検討する。

公明党

樋口　博己

新たな社会や時代に対応した今後の市政を問う
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議員　小・中学校において不登校となり、なか

なか学業に復帰できない経験をした児童、生徒

は、社会に出た後もひきこもりとなってしまう

ことがある。ひきこもりの期間が長いほど社会

復帰は難しいと言われており、小・中学校にお

けるきめ細かい対策が必要である。そこで、小

中一貫の不登校特例校を設置し、集中的に対策

すべきと考えるがどうか。また、令和３年度に

三重県がひきこもりの実態調査を行うが、本市

としても実態把握に努めるべきではないか。

　次に、中心市街地活性化のためには、例えば、

「空飛ぶ車」タクシーステーションやｅスポー

ツの体験施設等の先端技術に触れられる施設を

誘致したり、大学等の学びの場を集積するなど、

若者を引き付ける仕組みが必要である。若者が

何に魅力を感じ、訪れたいと思うのか意見を拾

い上げ、刺激的で魅力ある中心市街地整備を進

めるべきと考えるが、市長の考えを問う。

市長　本市に不登校特例校はないが、登校サポ

ートセンターの機能強化に加え、各学校へのス

クールソーシャルワーカーや不登校対応教員等

の積極的配置に努めてきた結果、不登校の中学

３年生の進学や就労等の成果につながっており、

今後も登校サポートセンターを核とした支援体

制の充実に努める。また、県が予定しているひ

きこもり実態調査は調査方法の検討段階であり、

デリケートな部分に踏み込むことから、県の動

向を見ながら、慎重に対応を検討していきたい。

　次に、中心市街地活性化について、若者が集

うことで活気あるまちにつながると考える。一

方で、若者を引き付ける最も効果的なコンテン

ツの選択が課題であり、今後の世の中のトレン

ドを注視し、若者に選ばれるまちを目指したい。

また、大学等の高等教育機関が立地することで、

にぎわいの創出だけでなく市内企業が必要とす

る人材育成にもつながると考えるが、学生数の

減少や多額の投資等、課題も多い。関係機関と

の意見交換を通じて情報収集を行っていく。

議員　ひきこもりは若いうちの対策が効果的で

あり、義務教育期間に集中的に対応してほしい。

中心市街地に若者を引き付け活性化することが求められる

市政運営

市民ｅｙｅｓ

小林　博次

これからの森市政を問う

市役所改革

議員　市長の所信表明の中に「市長と職員との

距離を縮める」とあるが、市民と行政との距離

を縮めることが市政にとっては重要ではないか。

現在、市民は手続きを行うため市役所へ出向か

なければならないが、新潟県長岡市では部局に

よって庁舎を分けており、東員町では教育委員

会が図書館と同じ施設にあるなど、庁舎を分散

している事例がある。本市でも、何かのついで

に立ち寄れるような窓口を設置してはどうか。

ＤＸ（※）時代になり、窓口を物理的に市民に

近づけることも可能になってきたのではないか

と考える。技術の進歩を業務効率向上にとどま

らず市民の利便性向上につなげるべきと考える

がどうか。また、市職員の研修について、現在

は講師を招いた庁内研修や短期型の研修が標準

であるが、幅広い人々と交流し同じ目線で仲間

をつくることができるような連続性のある研修

にも積極的に参加すべきではないか。

市長　市役所機能の分散配置については、国を

挙げて推進しているＤＸの進展でより柔軟に考

えることが可能となり、市民サービス向上や執

務スペース不足など行政改革の観点から、中長

期的には庁舎に関する検討が必要になると考え

ている。新たな技術やシステムなどを取り入れ、

市民にとって利便性が高く身近で頼りになる行

政を目指していきたい。また、職員研修として

は、宿泊型研修を通して他の自治体職員とネッ

トワークづくりを行うほか、年１回、民間企業

との合同研修も実施している。人事面では職員

が市民目線で物事を考えられるよう、市民と接

する機会が多い職場を採用後早期に経験させる

など、意識改革につなげ職員育成に努めている。

市民と職員の距離を縮めることは市政にとって

重要であり今後もさらなる工夫を図りたい。

議員　答弁では現状の取り組みが多く語られた

が、それでは充分ではないという認識に基づき

質問している。行政と議会はより良い四日市を

目指すという点で同じ方向を向いている。議会

の提案を市民代表からの提案と受け止めて現状

の取り組みを超える政策につなげてほしい。

リベラル２１

樋口　龍馬

市民が身近に感じられる市役所になるためには

※	デジタルトランスフォーメーション。進化したデジタル技術を浸透させることで人々の生活をより良いものへと変革すること
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一般質問した議員と項目（質問順）

豊田　政典 ・この町の未来～『31万人　元気都市宣言』を中心に

石川　善己 ・税に関連して

谷口　周司
・どうなるのか？自動運転！
・近鉄富田駅を北の玄関口に！
・コロナ禍におけるシティプロモーション

井上　　進
・街路樹を考える
・北大谷斎場を考える
・空き家対策に力を入れよう　～空き家をもっと宣伝して使ってもらおう～

三木　　隆 ・新型コロナ感染症の感染拡大防止について

小田あけみ ・幸せな子供を増やすために、行政に出来ることは？

後藤　純子
・使用済み紙オムツについて　～リサイクル推進と下水道への受入に向けて～
・マスクの着用について　～マスク依存症を防ぐために～
・起業支援について

竹野　兼主
・「故・中森しんじ元議員を偲んで」
・公共施設のＷｉ─Ｆｉ環境について（各市民センター、市立四日市病院、指定避難所等）
・今後の組織機構について（施設整備対応）

伊藤　昌志
・だれもが共感できる的確かつ最新の情報発信を！　
～新型コロナウイルス感染症対策に関して～

土井　数馬
・「地形的課題」「気候変動」を見据えた　これからの治水。	
・市制123周年と新型コロナウイルス感染症に関して。

伊藤　嗣也 ・多角的な視点で公共施設の整備を　～給食センターは、給食だけを作ればよいのか～

笹井　絹予 ・市民のための憩いの場と生活の利便性について

森　　康哲
・コロナ禍の四日市市における危機管理監の考え方について
・コロナ禍の四日市市における消防長の考え方について

荻須　智之
・小学校の水泳授業について　　　　
・四日市市文化まちづくり財団、四日市市文化協会、四日市市スポーツ協会の今後について
・コロナ禍への小学校授業の対応状況と教科担任制の導入について

中村　久雄
・中核市への移行は市民にメリットがあるのか？	
・生活に身近な道路整備事業の効果的な運用を考える。
・三浜文化会館のさらなる活用を！　

笹岡秀太郎 ・リニアが拓く明日の四日市

森川　　慎 ・令和二年市長選挙および市長二期目の考え方について

森　　智子 ・予防医療について　～命を守るために～

山口　智也
・高齢者が安心して生活できる環境整備を！
・障害児福祉サービス強化について

中川　雅晶
・地域共生社会実現に向けた重層的支援体制整備について
・障害を理由とする差別の解消を推進する条例に基づく合理的配慮の推進について

太田　紀子 ・生活保護行政について

豊田　祥司 ・新型コロナウイルス感染拡大による本市の現状と対策について
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税

議員　2016年に地方創生施策として企業版ふる

さと納税制度（※）が創設された。本制度を利

用するには、自治体のプロジェクトである、地

方版の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を

策定後、個別の地域再生計画を策定し、国の認

定が必要になるが、本年４月の税制改正により、

自治体の利用ハードルは改善され、企業の活用

インセンティブが大きく向上したことで、利用

が進むと言われている。本市においてもこの制

度を活用することは重要であると考えるが、地

域再生計画を策定する考えはあるのか。

政策推進部長　本市は、すでに「四日市市まち

・ひと・しごと創生総合戦略」を策定している

が、本制度は市の事業に対する企業の寄附とい

う形での社会貢献となるため、事業に対する市

民の十分な理解も必要であると考えている。本

市としてまずは本制度を企業に広く周知し、協

力いただける企業の掘り起こしが不可欠である

と考えている。今後取り組みを進める中で企業

からの具体的な意向確認ができ、市の事業とし

て実施できる見込みが立てば、本制度活用のた

めの地域再生計画策定に取り組んでいきたい。

議員　本市に元々本社機能があった企業に対し

て依頼をしてはどうか。

市長　どのようなメニューを構築していくのか

整理をし、企業へアピールしていきたい。まず

はどこで勝負していくのか、市民一丸で考えて

いく取り組みがスタートできればと考えている。

新風創志会

石川　善己

企業版ふるさと納税の積極的な活用を

一般
質問から

※	正式名称は地方創生応援税制といい、自治体の地域創生事業に企業が寄附をすると、税額控除される仕組み

今後、企業版ふるさと納税の活用が重要となる

議員　本市の現在の財政力や交通環境、地理的

条件等から考えて、本市には大きな潜在能力が

ある。市長の所信表明の言葉は勇ましいが、過

去４年間の成果は、従前からの継続事業や先進

自治体に倣った事業が大半で、本市をどのよう

なまちにしたいのか具体的な中身が見えにくい。

本市が都市間競争に打ち勝つためには、具体的

で強力な施策を明確に示すべきではないか。

政策推進部長　社会情勢や本市の状況等に応じ

てさまざまな重点施策を積み重ねて総合計画と

して構築してきた。今後も、重点的に取り組む

分野を明確化し、市長のリーダーシップのもと

時宜に応じた施策を創出していく。

市長　就任後の４年間、子育て施策に積極的に

取り組んだ結果、着実に成果として現れてきて

いる。本市の財政状況等が大幅に改善する中、

産業振興や都市の魅力増幅など、体力があるう

ちにしっかりとしたまちづくりを行い、東海エ

リアの西の中枢都市としてさらなる発展を遂げ

ていくことが今後の本市の歩む道と考える。

議員　本市は、バランスのとれた大変住みやす

いまちだが、平均的で特徴がないため、今、勝

負に出なければ未来は暗い。人口獲得も含めた

都市間競争を勝ち抜くためには、他都市より何

が抜きん出て、何が優れているのか、本市の新

たな「武器」を示す必要がある。選ばれるまち

を目指して、議会の意見も聞きながら全国に響

き渡るような施策を推進してほしい。

新風創志会

豊田　政典

本市の未来像を明確にして都市間競争を勝ち抜け！まちづくり
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新型コロナウイルス

議員　新型コロナウイルス感染症は、気温の低

下とともに特に大都市圏での拡大が顕著であり、

名古屋圏との往来が多い本市も警戒を高める必

要がある。このような状況の中、海外ではワク

チン接種が始まるなど急速にワクチン開発が進

んでおり、日本での接種開始時期も当初の見込

みより早まると考えられる。国の法整備も進む

中、本市は、ワクチン接種の実施体制の確保に

向けて、庁内での体制整備を早急に進める必要

があるのではないか。

政策推進部長　先般の法改正でワクチンの無料

化等の法的根拠が定められ、国の草案では、市

の役割として、医療機関との委託契約と接種費

用の支払い、市民への接種案内や個別通知、手

続きに関する相談、集団的接種を行う場合の会

場確保などが挙げられている。本市がこのよう

な役割を担うには、計画等の策定や国・県との

調整を行う「企画担当」、接種実施機関との調

整や通知発送等を行う「接種担当」、相談窓口

や広報等を行う「庶務担当」と大きく３つの業

務が考えられる。現在、庁内で連携して今後想

定する課題に対応するための準備を進めており、

国等からの情報収集を行いながら、本市の実施

体制の構築に向けて早急に取り組みたい。

議員　特に地域の医療関係団体等との協力は不

可欠と考える。まだまだ課題は多くあると考え

るが、予算措置を含め、市民の安全安心を守る

ための迅速な対応を求めたい。

新風創志会

三木　隆

ワクチン接種開始に向け早急に庁内体制整備を

議員　近鉄・ＪＲ富田駅周辺エリアは、一定の

都市機能がそろい、名古屋市やハイテク工業団

地などへの交通拠点であるが、本市は駐輪場不

足や交通渋滞などの課題も認識している。まず、

近鉄富田駅の駐輪場不足への対応はどうか。

都市整備部長　近鉄富田駅は多い日で400台以

上の自転車があふれている。新たに400台以上

収容可能な駐輪場の増設を計画しており、令和

３年度早期に着工するよう取り組む。

議員　近鉄富田駅周辺は、交通渋滞、そして、

通勤や大学への通学などによる人の渋滞が課題

であるが、どのように対策していくか。また、

対策の一つである三岐鉄道の連節バスの走行実

験では、どのような課題があったか。

都市整備部長　近鉄富田駅へ向かう歩行者等の

安全対策は道路管理者である県に要望していく。

また、駅周辺の交通渋滞の要因としてハイテク

工業団地への通勤交通があり、輸送効率化に向

けて三岐鉄道による連節バスの導入が予定され

ている。令和３年秋頃の導入を目指し、連節バ

スを試走させ関係者で課題を確認しており、市

としても必要な対策を実施していく。

議員　こうした課題への対応に加えて、近鉄・

ＪＲ富田駅周辺を本市の北の玄関口として、さ

らなる整備をしていくべきと考えるがどうか。

都市整備部長　リニア時代にポテンシャルが高

まる地域であり、中心部の再整備が一段落した

折に必要な対策が図れるよう取り組む。

新風創志会

谷口　周司

近鉄富田駅を「北の玄関口」に整備せよ

空き家対策

議員　郊外の既存集落においては、若年層の流

出に加え、空き家も増加しており、約１割の家

屋が空き家となっている集落もある。本市では

空き家バンクの取り組みに加えて、子育て・若

年夫婦世帯の住み替え支援事業を開始した。こ

れは取得した住宅や土地の固定資産税等相当額

の補助を行うものだが、市街化調整区域は対象

外である。市街化調整区域においても空き家が

増えていることから、市のこの政策には疑問を

感じるが、郊外の既存集落の空き家を活用し、

地域外から人を呼び込む施策が必要ではないか。

都市整備部長　郊外の既存集落において一定の

定住人口を確保するために、市街化調整区域の

開発許可の規制緩和等を実施している。住み替

え支援事業は、空き家が特に増加している住宅

団地等を対象としているが、親世帯と近居や同

居を支援する制度は市内全域を対象としている。

現在着手している空き家の実態調査により、利

用可能な空き家の把握ができるため、空き家バ

ンク登録の所有者への奨励金制度や空き地の流

通促進にも取り組む。なお、これらは市内全域

を対象に進める。また、市街化調整区域の集落

における空き家の活用は市街化の促進には当た

らないと考えており、水沢地区や小山田地区の

都市計画マスタープランでは、空き家の活用を

地域とともに検討していくとした。空き家バン

クや各種制度の周知に加え、既存集落の空き家

を活用する仕組みづくりに取り組んでいく。

新風創志会

井上　進

空き家を有効活用した郊外既存集落の再生を

駅周辺整備
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新型コロナウイルス

議員　コロナ禍において、的確かつ最新の情報

収集を行って庁内で情報共有し、市民に発信す

ることは極めて重要である。新型コロナウイル

スワクチンについても、国はそのメリットとデ

メリットの情報を提供している。ワクチンに関

する仕組みや安全性について、また重症化予防

のメリットと副反応というデメリットについて、

専門家の知見なども踏まえて庁内で情報共有し、

市民に分かりやすく発信していくべきでないか。

市長　ワクチン接種の実施に向けて、庁内の体

制を順次整備していくとともに、国等から具体

的な通知が発出された段階で、庁内連携を図り、

しっかりと市民に対して情報発信を行う。

健康福祉部長　保健所が感染者への対応や感染

防止対策等の専門的な業務を担っており、当部

から健康危機管理対策本部にその時々の正確な

情報を上げることで、庁内で情報を共有し、健

康危機管理対策本部をはじめ各部局から市民に

対して情報発信を行う対応をとっている。

議員　市ホームページ掲載の健康危機管理対策

本部員会議の議事録は、主に事後対応に関する

内容である。また、国の緊急事態宣言解除に伴っ

て、６月以降の議事録は掲載されていない。全

庁的に情報共有を図っているのであれば、ぜひ

感染予防の具体的対策や専門的な情報等を議事

録に残し、ホームページでも市民に公開すべき

である。この難局、議会も入れたワンチームと

なって、市民31万人の命を守っていこう。

市民ｅｙｅｓ

伊藤　昌志

市民31万人の命を守る的確かつ最新の情報発信を！

議員　幸せな子どもを育むには自己肯定感の醸

成が不可欠であると考える。名古屋市の山吹小

学校で実践されているイエナプラン教育（※１）

のブロックアワー（※２）を見学した際、自己

主導の学びを体験した児童は自己肯定感に溢れ

ている印象を受けた。本市でも、イエナプラン

教育を部分的に取り入れることはできないか。

教育長　ブロックアワーは、本市の探究的な学

習と共通する部分がある。教員についても、指

導力向上や授業の工夫に努めており、イエナプ

ラン教育でつけたい力は、各校の実情に応じた

方法で指導していると考えている。イエナプラ

ンの実践については教員に系統的な研修ができ

ないことからも、教育委員会が施策として実践

するよう示すことは控えるべきと考える。

議員　子どもたち一人ひとりの進度や興味・関

心に合わせた自己主導の学びが大切であると考

えるが、市の見解はどうか。

教育長　新学習指導要領にある「学びに向かう

力」の育成には、子どもたちの能動的な学習を

支援する授業への転換が求められている。今後

は、ＩＣＴの活用により、子どもに合わせた学

習やタブレット等の活用で異学年等との協働的

な学びが可能となり、自らが関心を持って探究

的に学ぶことを充実させていく。ブロックアワ

ーと本市の目指す教育とは相通ずるところがあ

り、今後も自己肯定感を高め主体的に取り組む

学びを大切にした教育を進めていきたい。

リベラル２１

小田あけみ

幸せな子どもを増やすために行政にできることは

新型コロナ対策

議員　新型コロナウイルス感染症対策として、

マスクはウイルスの吸入や拡散を抑制する効果

はあるが、夏には熱中症予防のため、人との距

離を十分に取れる場合はマスクを一時的に外す

ことも推奨された。小・中学校では、冬に向け

てどのような感染防止策を行っているのか。

副教育長　感染症が流行しやすい冬季も学校で

の感染や感染拡大リスクをできる限り低減した

上で学校運営を行う必要があるため、手洗い、

マスク、換気などの基本的な感染症対策を毎日

着実に継続していく。11月には感染症対策を取

りまとめた四日市市学校感染症だよりを作成、

配布した。マスクについては、児童生徒が感染

の仕組みを学び、気温や周囲の状況に応じて自

らの判断で着脱できるよう指導を継続する。

議員　本市の中学校の合唱コンクールやその練

習ではどのような感染症対策を行っているか。

副教育長　生徒の間隔、体の向きに十分注意し、

マスク着用や換気、消毒を行うほか、会場のフ

ロアを分けたり、リモートを活用するなど学校

の実態に応じた対策をしている。

議員　コロナ禍でマスク着用の時間が増えると、

精神的な理由でマスクが外せなくなるマスク依

存症が懸念される。マスクと上手に付き合い依

存症を防ぐため、どのような指導をしていくか。

副教育長　感染対策とは関係なく、心の不安か

らマスクを外せない児童生徒には、不安な気持

ちに寄り添い、きめ細やかな指導を行う。

リベラル２１

後藤　純子

マスクと上手に付き合い、マスク依存を防ぐ

教　　育

※1	小学１～３年生、４～６年生による異年齢集団を基本単位として行う教育活動。主にオランダで普及
※2	各教科の基本的な学習内容について、子どもたち自身が１週間の計画を立てて学習する「自学自習」の時間
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Ｗｉ－Ｆｉ

議員　スマートフォンの普及が進む中、市民

サービスとして公共施設におけるＷｉ－Ｆｉ環

境を充実すべきと考えるが、市立四日市病院の

Ｗｉ－Ｆｉ環境の状況はどうか。また、必要性

についてどのように考えているのか。

病院事業副管理者　現在、市立四日市病院にＷ

ｉ－Ｆｉ環境はなく、個室の病室にのみ有線Ｌ

ＡＮを整備している。新型コロナウイルス感染

症拡大防止のため入院患者への面会を原則とし

て禁止しており、Ｗｉ－Ｆｉ環境を整備するこ

とで、気軽にオンラインでの面会ができると考

えるが、他院では医療機器への電波干渉も報告

されている。医療機器等への影響がなく、他の

入院患者の迷惑にもならない面会スペースへの

導入が適切と考えており、できるだけ早期の導

入を検討していきたい。

議員　待ち時間が長くなる救命救急センター

（以下、ＥＲ）や会計窓口の待合にもＷｉ－Ｆ

ｉを整備してはどうか。

病院事業副管理者　ＥＲ周辺には医療機器も多

く、電波干渉の恐れから待合スペースへのＷｉ

－Ｆｉ環境の整備は難しい。一方、会計窓口付

近には医療機器はないが、Ｗｉ－Ｆｉ利用のた

めに患者等が滞留して密になることも危惧され

るため、慎重に対応すべきものと考えている。

議員　患者の安全が第一だが、Ｗｉ－Ｆｉの需

要は高まっており、テレビや冷蔵庫と同様に病

室で利用できる仕組みを検討してほしい。

リベラル２１

竹野　兼主

病院利用者に向けたＷｉ－Ｆｉ整備を急げ

治水対策

議員　気候変動、地球温暖化の影響による集中

豪雨や短時間での大雨による影響は、これまで

の河川氾濫だけでなく、宅地造成による田畑の

減少や地形的課題における局所的な床上浸水被

害を念頭に置く必要がある。浸水被害の状況に

ついては、各関係部局が情報共有を図り、連携

して原因を検証し対策を講じているが、毎年の

ように雨による浸水被害があり、何らかの思い

切った対応が必要と考える。調整池や貯留管は

有効な手法であると考えるが、これからの治水

対策について本市の考えはどうか。

上下水道事業管理者　国からの雨水施設整備の

方針を受け、中長期的な雨水管理総合計画の策

定を進めている。貯留施設などのハード整備に

は多額の費用と長い年月を要するが、床上浸水

被害の状況など優先度を付けながら、局所改良

や維持管理を含め引き続き整備していく。さら

に、下水道施設の処理能力を超える雨水への対

応として浸透桝
ます

などによる雨水流出抑制、土地

のかさ上げなどの開発指導、ハザードマップの

周知やＩＣＴを利用した避難方法などのソフト

対策についても関係部局と連携を図りながら計

画し、総合的多層的に取り組んでいく。

議員　一部分を改修しても下流域ではリスクが

あることや、ハード面の対策だけでは万全では

ないことを市民にしっかりと説明することも重

要である。ハザードマップをもっと見やすく公

表することなども検討することを要望する。

市民ｅｙｅｓ

土井　数馬

地形的課題や気候変動を見据えた治水対策を急げ

面会スペースなどへのWi-Fi環境の充実が求められる

浸水被害への対応のため整備が進む浜田通り貯留管
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議員　市立四日市病院では地下水活用システム

（※）を導入しているが、その目的、用途は何か。

また、コスト面でメリットはあったか。

病院事業副管理者　災害拠点病院として、災害

時に最低３日分の病院機能を維持する水の確保

が必須となり導入した。医療、給食など幅広い

用途に使用している。また、コスト面でも、令

和元年度で約2200万円の削減効果があった。

議員　環境部長からは、水道法に基づく規定を

遵守すれば、地下水活用システムで供給する水

の使用用途に制限はないとの答弁があった。法

的に問題なく、病院では給食や手術用医療器具

の洗浄などに使用するほど安全であるのに、な

ぜ学校給食センターへの導入を検討しないのか。

副教育長　国の学校給食衛生管理基準で水道水

が推奨されており、学校環境衛生管理マニュア

ルの規定も鑑みて水道水を使用することとした。

市長　病院のように３日分の水を確保する必要

性がなく、上下水道局の経営も含めたオール四

日市の視点で考えると、水道水を使用する方が

よいと考えるため、ご理解願いたい。

議員　学校給食センター整備にあたり病院と同

じ水を使用できないとした市の判断は間違って

いる。市の水道水の約６割、市立四日市病院の

水の約８割の水源がともに地下水であり、どち

らも水道法上問題なく安全な水である。病院と

教育委員会とで方向性が異なるのはおかしい。

議会と十分議論して再考することを強く要望する。

政友クラブ

伊藤　嗣也

地下水活用の仕組みを学校給食センターに導入せよ

中央緑地

議員　総合体育館は三重とこわか国体、三重と

こわか大会の競技会場としても利用予定であり、

本市の新たな魅力として期待しているが、既存

の中央第２体育館との役割分担はどうか。また、

今年はコロナ禍の影響もあり、総合体育館の多

目的室や会議室の利用率が伸び悩んでいる。市

民の趣味での利用等も見込み、使用料の値下げ

など、利用率向上策の実施が必要ではないか。

スポーツ・国体推進部長　大規模大会やプロス

ポーツは総合体育館での開催を、中央第２体育

館は市民利用を中心に考えている。しかし、全

国大会等ではアップ会場が必要となるため、中

央第２体育館をサブ会場とするなど、施設の特

性に応じて活用していく。また、使用料は近隣

の公共施設とのバランスからも現在の額が適当

であると考えている。情報発信に努め、多目的

室や会議室の利用率向上に努めたい。

議員　中央緑地は市民の憩いの場として親しま

れているが、さらなる魅力向上のための取り組

みを確認したい。また、市民からは中央緑地の

トイレを増やしてほしいとの声を聴いているが、

市の整備方針を確認したい。

都市整備部長　Park-PFI（※）を活用してレス

トランやカフェ等の飲食店を誘致するとともに、

芝生広場や休憩スペースの整備にも取り組む。

また、今後整備される飲食店付近にもきれいで

使いやすいトイレを設置する。これらの取り組

みにより居心地の良い公園環境を提供していく。

政友クラブ

笹井　絹予

スポーツに親しみ、憩い感じられる空間整備を

公共施設

※	地下水にろ過等の処理を行い、飲料、給食、人工透析、調剤、医療器具の洗浄等に活用できる水として病院に供給する専用水道

※	公園利用者の利便の向上に資する施設を設置し、併せて周辺園路等の整備を行う者を公募により選定する制度

※	急な病気やけがの時、救急車を呼んだ方がいいのか、すぐ病院に行った方がいいのか迷った際の電話による相談窓口

消　　防

議員　北消防署に併設する防災教育センターの

リニューアルに併せ、浸水想定区域にある同署

の機能を、高台にあり広域消防の拠点にもなり

得る北部分署に移転すべきと考えるがどうか。

消防長　本市の都市構造による消防需要を踏ま

え、沿岸部の中・北・南の３消防署体制は維持

したいと考える。内陸部の北部分署と南部分署

においては、消防車と救急車が同時出動できる

体制を令和３年12月に新たに整備し、内陸部の

各分署が沿岸部の消防署と同等の機能を発揮で

きるよう、機能強化に取り組んでいく。

議員　本来救急出動の必要ない軽微な通報への

対応などで重篤な傷病者への対応が遅れること

のないよう、消防指令センターの人員や体制の

強化が必要ではないか。

消防長　119番通報の受付は、最新システムを

導入して常に複数の職員で対応している。緊張

感を持ち、迅速、的確な対応が行えるよう、さ

まざまな訓練や研修を積み、通信指令業務に従

事する職員のさらなるレベルアップに努めたい。

議員　救急車の適正利用について、市民に対し

どのように啓発を行っているのか。

消防長　緊急出動の必要がない不適正利用は、

ごく少数だがあるため、チラシやＦＭラジオ等

を活用して適正利用の啓発を行っている。また、

国は、救急相談ダイヤル＃7119（※）の導入を

都道府県単位で進めており、本市は三重県に対

し、県主体による制度導入の要望を行っている。

政友クラブ

森　康哲

最善の策を講じて本市の消防力を高めよ
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議員　公益財団法人四日市市文化まちづくり財

団（以下、財団）および一般財団法人四日市市

文化協会は赤字体質となっており、このままで

は存続が難しく、市の補助金や安定した委託事

業が必要であるが、市の文化振興事業の中で外

部委託できるものはないか。また、業務委託以

外の方法や収益事業を増やすための支援につい

て本市の考えはどうか。

市民文化部長　これまで本市が直営で行ってき

たものを洗い出し、効果等を考慮した上で業務

委託ができるか検討したい。また、財団への委

託事業の仕様等を精査し、大幅な赤字になるこ

とのないように努め、収益事業についてもどの

ような助言、支援ができるかを検討し、理事会

で協議していきたい。

議員　ＮＰＯ法人四日市市スポーツ協会（以下、

協会）は、スポーツ競技団体の集合体であり、

市として唯一無二の必要不可欠な存在であるが、

高齢化が進み、経営も難しい状況にある。協会

の体質強化について本市の考えはどうか。

スポーツ・国体推進部長　協会は、本市のスポ

ーツ振興に極めて重要な役割を担っており、引

き続き緊密に連携、協力する。協会の体質強化

には財源や人材の確保が重要であると認識して

いる。協会の自主自立に向けた調査を実施し情

報共有も図っている。今後も積極的な情報収集

や、協会と連携した先進的な事例研究を行い、

自主自立に向けて協力していきたい。

政友クラブ

荻須　智之

文化とスポーツを担う団体へのさらなる支援を

市政運営

議員　性的マイノリティの方に対する偏見への

対応や、三重県で導入の方針が示されたパート

ナーシップ制度について本市の考えはどうか。

市民文化部長　周囲の無理解や偏見により性的

マイノリティの方が社会参加等において厳しい

状況にあると認識しており、共生社会の実現の

ため啓発を行っていく。パートナーシップ制度

は、県の制度を見極めて検討を進めていきたい。

議員　市長の所信表明におけるオール四日市と

いう言葉は、具体的にどのような意図であるか。

市長　課題解決に向け、本市で活躍する市民、

事業者、団体などが思いを一つに役割、責務を

意識して協働、共創することを意図している。

議員　市長は今回の選挙で多くの政党や団体か

ら推薦を受けた。前回の選挙では政党や団体等

とのしがらみをなくすため「完全無所属」だっ

たが、４年前の選挙から考え方が変化したのか。

市長　４年前は市民の声を直接聞く姿勢を大切

にするため「完全無所属」を選択した。４年間、

市民との対話をし、同時に、さまざまな団体、

政党とも議論を重ねてきた。今回はオール四日

市で市政運営を行うため、４年間の実績に理解

いただいた政党、団体から支援を受けた。

議員　一部の政党、団体から推薦を受けていな

いことに対して説明が必要ではないか。

市長　４年間、多くの方の声を市政に反映し、

関係を構築してきた中で、信頼関係が構築でき

た政党、団体とともに今回の選挙に臨んだ。

無所属

森川　慎

森市長の二期目の考え方を問う

文化・スポーツ

予防医療

議員　子宮頸がんワクチンは、平成25年より小

学校６年生から高校１年生を対象に公費での定

期接種が始まった。しかし、ワクチンとの因果

関係を否定できない副反応が見られ、国の積極

的勧奨の中止という通知のもと、情報提供も十

分にはされてこなかった。その後、国と県の方

針を受け、本市では令和２年10月に高校１年生

の未接種者に情報提供するためのはがきを送付

した。副反応の報道を見て、ワクチンは怖いも

のと認識する保護者も多いが、はがきを送付し

た後、どのくらいの問い合わせがあったか。

こども未来部長　はがき送付前の月平均約11件

と比べて10月は75件、11月は115件と増加して

いる。接種状況の問い合わせや、早く知りたか

ったとの声があった。予診票送付の希望も多く、

例年よりワクチン接種件数の増加が見込まれる。

議員　子宮頸がんは命に関わる疾患であり、不

妊につながる危険もある。対象者等がもれなく

情報に接する必要があり、特に期限が迫る高校

１年生には最優先で情報提供すべきと考える。

今後どのように情報提供していくのか。

こども未来部長　ワクチンの効果と副反応の両

面を理解して正しい判断ができ、迷ったときに

は問い合わせができるよう、新規対象者を含め、

再度、対象者へ情報提供していきたい。

議員　対象者と保護者がしっかりと理解し相談

して予防接種を受けるか決められるよう、きち

んとした情報提供を今後も継続してほしい。

公明党

森　智子

子宮頸がんワクチンの適切な情報提供を

15

令和２年11月緊急議会・12月定例月議会合併号



道路整備

議員　生活に身近な道路整備事業の実施により、

土木要望の完遂と業務改善が期待されたが、予

算を理由にあと少しのところで完遂していない

箇所が散見される。業務効率が悪いという意見

もあるが、事業の今年度の実施状況はどうか。

都市整備部長　地域の声を反映した満足度の高

い整備を行うため、各地区からの土木要望につ

いて市が事業費を算出し、自治会役員等を中心

に結成した自主選定組織が事業の実施箇所を決

めている。実際の整備で突発的な事象があり、

予算の融通が利かない場合など、選定された施

工範囲をやむを得ず縮小することがあり、今年

度も各地区で１、２件が縮小となっている。

議員　今年度から追加予算を認めるようになっ

たが、タイミングを逃さずに予算を有効活用し、

施行箇所の工事を完遂することが、住民の満足

度向上や自主選定組織のやりがいにつながる。

この追加予算をどのように活用していくのか。

都市整備部長　交差点の安全対策など、市が効

果的と示した箇所を自主選定組織が選んだ場合

に予算を追加する仕組みを試行的に始めたが、

今まで地区の予算内で完遂できず採択されな

かった箇所が施工できるなどの効果が出ている。

地域と十分に議論し効果的な運用を図っていく。

議員　道路整備の土木要望が実現すれば、自主

選定組織に関わる自治会の目に見えた成果とな

る。自治会活動の推進にもつながる重要な事業

として努力を惜しまず取り組んでほしい。

政友クラブ

中村　久雄

地域住民が満足できる道路整備を

リニア

議員　本市が県内他市町とともに加盟するリニ

ア中央新幹線建設促進三重県期成同盟会（以下、

同盟会）の目的には「リニア中央新幹線の早期

建設と県内への停車駅設置を図る」とある。今

年７月に開催された同盟会総会で、会長の三重

県知事より、各市町に駅位置に関する意見を聴

取する旨の発言があったと認識しているが、同

盟会の目的達成のため、会員である本市の役割

については、どのようなものがあるか。

都市整備部長　本市は、2027年の東京－名古屋

間の開通に向け、近鉄四日市駅からＪＲ四日市

駅にかけて中央通りの再編に取り組んでおり、

開通の効果が確実に享受できるよう事業促進を

しっかり訴えていく。本市への中間駅の誘致に

ついては、市内での設置を検討はしたものの、

ＪＲ東海が示す、市街化・住宅地化が進む地域

をできる限り回避するなどのルート条件や、駅

の設置条件などから考えると適地が見当たらず、

難しいと判断したため、県に対して中間駅誘致

の意向を回答することは差し控えた。県全体で

事業が進むように一致して取り組む。

議員　今回、本市が中間駅を誘致しない方向性

を示したことは、名古屋－大阪間のルートや駅

の選定を進める上でタイムリーであり、評価す

る。開通への協力の上に、その便益の享受があ

り、リニア中央新幹線の早期開通に向け、県内

市町によるワンチームでの取り組みが強く望ま

れる。本市の役割を果たし活動を続けてほしい。

政友クラブ

笹岡秀太郎

リニア開通に向けた本市の役割に期待する

生活に身近な道路整備事業の例（蓋付側溝による路肩拡幅）

リニア開通に向け本市の役割を果たすことが求められる
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議員　障害児が福祉サービスを利用するための

計画を作成する障害児相談支援は、本市のあけ

ぼの学園や民間事業所が担っている。しかし、

民間事業所の一部が撤退し、あけぼの学園が担

う相談支援の件数が急増し厳しい状況である。

特に手厚い支援が必要な未就学時から小学校へ

の途切れのない支援が不十分であるため、あけ

ぼの学園の体制を強化すべきではないか。

こども未来部長　あけぼの学園が担う相談支援

の契約者数は平成31年３月の345人から、本年

10月末時点で558人まで増加した。平成30年度

から専任職員を４名採用し体制充実を図ってき

た。実務経験を満たす保育士が研修を受けるこ

とで相談支援専門員になれるが、経験豊富な保

育士を相談支援担当として配置すると、保育現

場での人材不足が懸念される。保育現場も鑑み

て職員を研修し、体制の充実を図っていきたい。

議員　本市の中学生以降の障害者相談支援につ

いて、障害者自立生活支援センターかがやき

（※）を所管する、四日市市社会福祉協議会に

担ってもらい、本市を中心に相談支援体制を構

築するべきではないか。

こども未来部長　社会福祉協議会のあり方や方

針も踏まえ、どのように進めていけるか、まず

は社会福祉協議会と協議の場を設けていきたい。

議員　公的機関の責任のもと、障害児の途切れ

のない相談支援を強化するためにグランドデザ

イン、政策を早急に構築するよう強く求める。

公明党

山口　智也

体制を強化し、途切れのない障害児相談支援を

障害福祉

議員　昨今、日本各地で災害が多発している。

豪雨や地震などの災害で停電となれば、人工呼

吸器が欠かせない方は生命の危機に直面する。

本市で障害者手帳を交付されている、呼吸器機

能障害にかかる身体障害１級から４級までの方

は合計151人であり、在宅で人工呼吸器を必要

とする方は限定的であると推測できる。神戸市

や広島市など、在宅で常時人工呼吸器を必要と

する方を対象とした非常用発電機の助成制度が

広がっている。本市においても非常用発電機の

購入助成制度を構築するべきではないか。

健康福祉部長　障害者総合支援法には、地域生

活支援事業が定められており、日常生活用具の

給付を行う助成制度がある。人工呼吸器用の非

常電源もこの日常生活用具の給付対象とする検

討をこれまで行ってきたが、日常生活の困難を

改善し自立を支援する用具を支給するという主

旨の制度であり、健康保険など他の制度が適用

される用具ではないといった制限があることか

ら、これまで給付対象とするのは見送ってきた。

今後、人工呼吸器を使用している方の利用実態

の把握に努めるとともに、専門家の意見も聞き

ながら、日常生活用具というメニューにこだわ

らず、人工呼吸器を使用している方やその家族

の安心のため、どのような対応が必要かという

視点で改めて研究していきたい。

議員　災害はいつ起こるのか分からない。命を

守るため制度設計を早急に行ってほしい。

公明党

中川　雅晶

人工呼吸器用非常電源への助成を急げ

障害児福祉

※	四日市市総合会館内にあり、障害のある方やその家族に必要な情報提供や社会生活力を高めるためのアドバイスなどを行う相談窓口

生活保護

議員　コロナ禍で市民の生活状況が悪化してい

ると感じている。新型コロナウイルスの影響の

長期化で生活保護の申請件数は増加する可能性

があるが、コロナ禍以前と現在では、本市の生

活保護相談件数、決定件数はどうか。

健康福祉部長　相談件数は、昨年度が月平均約

90件、今年度は10月末時点で月平均約170件と

大幅に増加し、決定件数は昨年度が月平均約40

件、今年度は10月末時点で月平均45件である。

議員　昨年よりも市民が苦しい状況におかれて

いることが伺えるが、相談内容はどうか。

健康福祉部長　生活困窮に関わる全般的な相談

が多い結果となっている。相談件数は増えてい

るが、貸付制度など他の制度の支援につながる

ケースもあり、結果として相談の伸びほど生活

保護の決定件数が伸びていないと考えている。

議員　コロナ禍で、今後ますます深刻な状況と

なることが予測されるため、市民に寄り添った

相談窓口を開設することも必要ではないか。支

援を必要としている方にその情報が届いている

のか疑問である。広報、ポスター、ＳＮＳなど

を活用してさらなる周知を行うべきではないか。

健康福祉部長　昨年度から保護課内に生活困窮

の総合的な窓口である生活支援室を設け、ホー

ムページでも案内している。今後も効果的な周

知方法について継続的に検討していきたい。

議員　制度の内容や相談窓口を市の広報へ定期

的に掲載するなど、積極的な周知を要望する。

日本共産党

太田　紀子

必要な人が確実に受けられる制度にするために
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議員　新型コロナウイルスは、いまだ不明な点

も多く、不安を抱える市民も多い。本市のＰＣ

Ｒ検査拡充に向けた取り組みはどうか。

健康福祉部長　現在では、新型コロナウイルス

関係の検査が医療保険の適用となったため、各

医療機関が直接民間の検査機関等に依頼するこ

とが可能となった。抗原検査キットも全国的に

広く供給されており、市内には、独自に検査を

行う医療機関も出てきている。今後も必要な検

査を適正に実施できるよう努めていく。

議員　新型コロナウイルス感染者の宿泊療養施

設の利用状況はどうか。

健康福祉部長　県からは、医師の診断で入院の

必要がないと判断された感染者の自宅や宿泊療

養施設での療養について、検討を行うとの発表

があったところである。引き続き県との連携を

密にし、適切に対応できるよう努めていきたい。

議員　新型コロナウイルス感染拡大による小・

中学校の臨時休業によって、詰め込みの勉強に

なっていないか。また、遊びや休息などのバラ

ンスを取るなど、柔軟な教育ができているのか。

教育長　夏季休業日や冬季休業日を短縮し授業

数を確保した。加えて、時間割編成の工夫、学

校行事の重点化等により子どもたちに過度な負

担を強いることはないと考えている。例年と違

う形ではあるが、運動会や体育祭、修学旅行等

も実施できている。今後も一定の制限はあるが、

子どもたちを第一に考え教育活動を進めたい。

日本共産党

豊田　祥司

新型コロナウイルス対策の現状を問う新型コロナウイルス
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12月定例月議会の議案に対してご意見をいただきました

　一部の議案について、委員会で審査される前に
市民の皆さんに情報提供を行い、ご意見をいただ
いています。主なご意見の概要は、次のとおりです。
いただいたすべてのご意見は市議会ホームページ
に掲載しています。

◆四日市市ＰＲ番組制作業務委託費・四日市市ＰＲ
番組放送業務委託費（債務負担行為）について
　 10件
　〈意見〉「四日市市の優位性」をＰＲする前に現

状をさらに改善、向上させることが優先される
べきではないかと考える。 

　〈意見〉知名度を上げることが先決。そのため
にはまず視覚によるＰＲが重要と思われる。委
託業者等に手腕を発揮していただいて高視聴率
を上げてほしい。
◆新型コロナウイルス感染症対策事業費について
　 ６件
　〈意見〉ＰＣＲ検査の自己負担に相当する金額

を公費で負担してもらえるのは、安心感に通じ
る。また、電話相談体制の充実は大切だと思う。
電話がなかなか通じないということのないよう
にしてもらえるならありがたい。

◆(仮称)四日市市学校給食センター整備運営事業
に係る特定事業契約の締結について ６件

　〈意見〉いい案だと思う。安心安全でおいしい
学校給食を続けてほしい。そのために市は衛生
管理や給食が法律の基準を超えることがないよ
う契約後も徹底するように管理してほしい。

◆四日市市客引き行為等の防止に関する条例の一
部改正について ５件

　〈意見〉18時頃子どもを連れて歩いていても客
引きされる。無視すると暴言を吐かれることも
あるため、厳しく取り締まってほしい。

◆高齢運転者安全対策事業補助金について 10件
　〈意見〉後付け急発進等抑制装置だけでなく、

安全装備付きの自動車を買う際にも補助金を出
せばさらなる件数の増加を見込めるのではない
だろうか。安全装備にはさまざまな運転支援シ
ステムが搭載されているため、踏み間違い以外
の事故も防止できるはずだ。

　２月定例月議会については、２月９日（火）
に市議会ホームページ（https://www.city.
yokkaichi.mie.jp/gikai/）に議案および議案
資料を掲載し、２月26日（金）までご意見を
募集する予定です。皆さんからのご意見をお待
ちしています。
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２／12（金）　初日	 午前10時

　　22（月）　代表質問	 午前10時

　　24（水）　一般質問	 午前10時

　　25（木）　一般質問	 午前10時

　　26（金）　一般質問	 午前10時

３／１（月）　一般質問	 午前10時

　　２(火）　一般質問、追加議案・

　　　　　　議案質疑・委員会付託	 午前10時

　　３(水)　各常任委員会／予算各分科会	 午前10時

　　４(木）　各常任委員会／予算各分科会	 午前10時

　　５（金）　各常任委員会／予算各分科会	 午前10時

　　８（月）　各常任委員会／予算各分科会	 午後１時

　　９（火）　各常任委員会／予算各分科会（予備日）

　　12（金）　予算常任委員会全体会	 午前10時

　　15（月）　予算常任委員会全体会	 午前10時

　　16（火）　予算常任委員会全体会	 午前10時

　　17（水）　予算常任委員会全体会	 午前10時

　　18（木）　予算常任委員会全体会	 午前10時

　　19(金）　予算常任委員会全体会（予備日）

　　24（水）　最終日（委員長報告・採決）	 午後１時

※委員会は審査の進み具合により、予定よりも早く終了す

る場合があります。

※代表質問、一般質問の模様をＣＴＹ122ch（サブチャン

ネル）で放送する予定です。

※本会議の模様は市議会のホームページで生中継し、その

映像は、後日録画中継として配信します。

※各常任委員会の模様はYouTubeで生中継および録画中継

がご覧いただけます。市議会のホームページからご覧く

ださい。

２月定例月議会の予定　　　　　　（日程は都合により変更する場合があります）

２月定例月議会の議会報告を動画配信で行います

　定例月議会でどのような議論がされたのかを、議員が直接、市民の皆さんにお伝えする議会報告会を開催して
います。
　２月定例月議会の議会報告会は、新型コロナウイルス感染症の拡大防止の観点から会場での開催の代わりに、
ＹｏｕＴｕｂｅによる動画配信を行います。
　合わせて、視聴していただいてのご意見をお聴きします。いただいたご意見は市議会内で周知を図り、今後の
議会活動における参考とさせていただきます。
　詳しくは、決まり次第、市議会ホームページなどでご案内します。

12月定例月議会の議会報告を動画配信しています

　12月定例月議会における常任委員会の議論の報告について、
ＹｏｕＴｕｂｅによる動画配信を行っています。
　ぜひご覧ください。
※右ＱＲコードからご覧いただけます。
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市議会モニターをやってみませんか？
　議会の運営等に関する意見をお聞きし、市民の皆さまにとって身近で分かりやすい議会運営となるよう、四
日市市議会では市議会モニター制度を実施して、令和３年度で18年目になります。各地区からの推薦の方に加
えて、一般の方の公募も行っております。応募方法は以下のとおりです。ご応募をお待ちしています。

【市議会モニターの活動内容】
（1）　議会運営に関するご意見をいただいています。
（2）　本会議や委員会等を可能な範囲で傍聴・視聴し、

ご意見や提言を提出してください。
（3）　研修会や意見交換会を年１回程度開催していま

す。議会運営に関する疑問やご意見をお聞かせ
ください。

（4）　その他、アンケートへの回答や議会から依頼する
内容についてご意見をいただく場合があります。

【募集人数】　10人程度
【資格】　満18歳以上の市内在住者（ただし、公務員、
各議会議員、市の行政委員は除く）で、市議会の仕組
み・運営や、市政・地域社会の発展に関心がある方。
【選考方法】　年齢・性別・居住地等に著しい偏りの生
じないよう考慮します。

【任期】　１年。ただし、再任（１回）いただくことが
できます。
【応募方法】
　住所・名前（ふりがな）・性別・年齢・電話番号・Ｆ
ＡＸ番号（※）・ＰＣ用メールアドレス（※）・応募理由
を記入の上、持参・郵便・ＦＡＸ・メールのいずれか
の方法で四日市市議会事務局へお申し込みください。
様式は問いませんが、必要な方は市議会ホームページ、
また、各地区市民センター等に応募用紙がありますの
でご利用ください。
※ 任意の記入項目

【募集期間】　令和３年４月23日（金）まで（必着）。
【委嘱式】　令和３年６月上旬の予定です。
【その他】　特に報酬はありませんが、年度末に記念品
をお渡ししています。一般公募のほか推薦の方も含め
て、全体の定員は50人程度です。

市議会モニターさんからのご意見でこんなことが改善されました
　　平成16年度にモニター制度を導入してから、これまでたくさんのご意見をいただきました。その中から、
　ご意見を元に改善された事例を一部紹介します。

本会議の傍聴受付での住所氏名の記入を廃
止し、傍聴券の交付に変更

委員会の資料を傍聴者にも配付するように
変更

市議会だよりにＱＲコードを掲載 本会議場の傍聴席にスピーカーを増設 など
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市議会モニターさんとの意見交換会を開催しました
11月４日に、市議会モニターさんとの意見交換会を行い、21名の方に出席いただきました。
いただいたご意見の一部を紹介します。
※参加者の間にはパーテーションを設け、時間を短縮するなど、感染対策を徹底した上で実施しています。

〈意見〉一般質問をテレビで視聴しているが、議論が
盛り上がらないと感じる。関連質問のルールを変更し
て、他会派の議員も発言できるようにしてはどうか。

Ｑ．委員会を生で見たいが、傍聴する方法はないか。
Ａ．コロナ禍でなければ傍聴を受け入れていたので、
状況が落ち着けば傍聴の受け入れを再開する。今は、
インターネットで生中継をしているので、そちらを見
ていただきたい。

〈意見〉女性議員がまだまだ少ないと感じるので、立
候補しやすくなる仕組みづくりなど、何かできること
がないか検討してほしい。

〈意見〉議会の内容は、ホームページや市議会だより
に掲載されているが、どの情報がホームページのどこ
にあるのかを周知したり、市議会だよりに載っている
ＱＲコードを使うことによってどのような情報が得ら
れるのかをアピールした方が市民に議会の内容を伝え
られるのではないか。

Ｑ．常任委員会のメンバーが昨年度とほとんど変わっ
ていないが、任期があるのか。
Ａ．昨年度から任期を原則２年間とし、前年度の議論
の経緯が良く分かり、より深い議論を行えるようにした。

〈意見〉議会だよりの２月定例月議会号に高校生議会
の頁があるが、「意見書を議長へ提出」となっている
のに、意見書の全容が掲載されていない。特集号を発
行してでもすべて掲載してはどうか。

Ｑ．市議会ホームページの更新情報の項目をある程度
絞って分かりやすく表示できないか。
Ａ．今年は、新型コロナウイルス関連のお知らせを載
せている関係上表示する項目が多くなっている。ホー
ムページの運用の中で改善していきたい。

Ｑ．ＳＮＳのＱＲコードを市議会だよりの中に載せて
いるが、市議会だよりを開けない方もいると思われる
ので、ＱＲコードを表紙に掲載してはどうか。
Ａ．ＳＮＳについては、十分に活用できているとはい
えない状況であるため、貴重な意見として参考にした
い。
⇒ご意見を受け、今号の表紙に市議会ホームページに
つながるＱＲコードを掲載しました。ホームページか
らそれぞれのＳＮＳにアクセスできます。

　いただいたご意見は今後の議会運営の参考と
させていただきます。
　市議会モニターの皆さんありがとうございま
した。
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あとがき

　今後の編集の参考とするため、「よっかいち市議会だより」
をご覧になったご意見、ご感想などをお寄せください。

広報広聴委員会　（◎委員長　	○副委員長）

◎早川　新平　○村山　繁生　　伊藤　昌志　　太田　紀子
　後藤　純子　　笹井　絹予　　平野　貴之　　山口　智也

ご意見・ご感想などのあて先

〒510-8601	四日市市諏訪町１番５号
四日市市議会事務局

Tel059-354-8340　Fax059-354-8304

Ｅメールアドレス

shigikai@city.yokkaichi.mie.jp

ホ ー ム ペ ー ジ
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